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執行委員選挙・役員選出 

執行委員の一部の任期満了にともない、選挙がおこなわれ、7 月 20 日の開票により新しい 2 名の方が新執

行委員に選出されました。同日開催された執行委員会会議において互選により役員が選出されました。 

そのうち、執行委員長には佐藤響子（国際教養学部）が選出されました。なお、書記長は随清遠（国際商学

部）が引き続きつとめます。今期の執行委員会をよろしくお願いします。 

 

賃上げ要望書提出について 

去る 10 月 20 日に、当局に下記内容にて賃上げ要望書を提出しました。 

 

日頃の大学のためのご尽力に敬意を表します。 

さて、当組合はこのたび、法人に対し本大学教員の賃金引き上げの要望をお伝えすべく、本要望書を貴職に

提出いたします。 

今年度は政府が民間企業に対して賃上げを要請していることは周知のことですが、マスコミの報道による

と前年比の平均賃上げ率は 3.89%で 31 年ぶりの高水準（日経新聞 5 月 12 日）、中小企業でも 3.35%で 30 年

ぶりの高水準（読売新聞 5 月 10 日）となっています。一方、エネルギー、食料品を始めとする値上げも止ま

るところをしらず、総務省統計（7 月 21 日）によると前年同月比で乳卵類が 17.4%、穀類が 7.4%上昇し、総

合指数は 3.3%（2020 年比では 5.2%）の上昇となっています。生活費の増大による影響が大きいことは私た

ち大学教員においても同じです。 

よって、当組合は、ベースアップまたは一時金による 3％の賃上げを要望いたします。 

  



組合からの質問書・要望書及び当局の回答 

 2023 年 3 月 23 日 (1)教室内 CO2 センサー設置について、また 5 月 24 日、(2)プラクティカル・イング

リッシュ教員の待遇について、およびその他の件について当局に質問・要望書を提出しました。8 月 17 日に、

組合に対する当局から下記の通りの回答がありました。 

 

(1) CO2 センサー設置については、現時点の教室の機械換気は行っているため、新たにセンサーを設置する

予定はない。 

(2) プラクティカル・イングリッシュ教員は共通教養会議等を通じて、大学意思決定のプロセスに位置づけら

れているとしたうえ、当該教員たちの給与は「当該業務の難易度や採用困難度から」決定していると回答した。 

 

当局の回答は、質問書や質問書の提出から、3 ヶ月近い時間が経過しました。教室の「機械換気」なるもの

が十分に機能しているかについて疑念が残り、また、プラクティカル・イングリッシュ教員の待遇については、

なんら状況改善の工夫が見られませんでした。組合の要望と大きな隔たりがあると言わざるを得ません。 

今後、関連課題について、当局と引き続き粘り強く交渉し、改善を求めていきます。組合からの質問書・要

望書及び当局の回答は次の通りです。 

 

教室内の CO2 センサー設置についての要望書 

 

公立大学法人横浜市立大学理事長 小山内 いづ美様 

本学では令和 5 年度より全面対面授業の実施と教室の入室者数制限の廃止が決定されています。構内におけ

るマスクの使用も任意になるため、感染対策上教室の換気がますます重要になることは言うまでもありませ

ん。今年１月 10 日付の読売新聞（https://www.yomiuri.co.jp/national/20230110-OYT1T50032/）が報じる

とおり、すでに横浜市立の小中学校と義務教育、特別支援学校全 507 校の全学級にセンサーが配備されるこ

とが決定されており、山中市長は「コロナもインフルエンザも患者が増えている。空気の見える化で、換気行

動につなげたい」と語っています。本学では教室の換気扇は導入されましたが、必要なタイミングを見極めて

効率的に換気を行うことは節電の観点からも重要です。冷房を使用する時期になると換気を怠りがちになる

ことが予想されますので、学生と教員の安全対策の観点から、授業で使用する全教室に CO2 センサーをすみ

やかに設置するよう要望いたします。 

 

教員組合執行委員長 岩崎 徹 

2023 年 3 月 23 日 

 

当局の回答 

 

本学の感染症対策は「共通版：学生、教職員のための大学における新型ウィルス感染症（COVID19）予防対

策手引き(2023 年 5 月)」に基づき実施しており、受講時については、換気の励行を基本に対応し、十分な能

力のある機械換気をおこなっているため、現時点で全教室に CO2 センサーを設置する予定はありません。今

後、感染状況の変更などのあった場合は、改めて対応を検討してまいります。 

 

プラクティカル・イングリッシュ教員の待遇に関する要望 

 

公立大学法人横浜市立大学理事長 小山内 いづ美様 

 新入生に対して進学予定の学部にかかわらず週 3 回の英語による授業への出席と検定試験での一定のスコ

アの取得を進学要件とするというプラクティカル・イングリッシュは、2005 年の独法化に際してカリキュラ

ム改革の最大の目玉として位置づけられ、試行錯誤の末に現在の指導体制となり、担当教員の努力によって目

標レベルを維持してきました。プラクティカル・イングリッシュ教員は近年では語学授業のみならず文学・文

化関連の専門科目も一部担当し、さらに入試関連業務にも携わっています。市大で蓄積したノウハウを活かし



て、市内の中学・高校教員を対象に英語による英語授業法を教授した時期もあります。このように多大な貢献

をしてきたプラクティカル・イングリッシュ教員ですが、昇給、昇進等の待遇面で専任教員に著しく劣るのが

現状です。非正規雇用の契約であるにも拘わらず、full-time instructor としてあたかも正規雇用のように扱わ

れ、多大な業務負担と心理的負担を強いられています。プラクティカル・イングリッシュは本学の教育上の最

大の特色であり、専門分野の学習に必要となる英語力の習得・向上のためにも教員組合はプラクティカル・イ

ングリッシュ教員の待遇について以下のような要望をいたします。 

 

（１） 大学の目標とする英語力の維持・向上に欠かせない専門知識・技能を有する教員の集団であるプラク

ティカル・イングリッシュ・センターを語学教育関連の大学の意思決定プロセスにきちんと位置づけること。 

（２） 経験年数に応じた貢献を評価するために、専任教員に準じた昇給制度を導入すること。 

 

教員組合執行委員長 岩崎 徹 

2023 年 5 月 24 日 

 

当局の回答 

（１） PE センターからの意見や課題については、PE センターミーティングで共通教養長と共有するとと

もに、各学部長や PE センター長がメンバーである共通教養会議において、議論を進めており、既に大学意思

決定のプロセスに位置づけられています。 

（２） 本学で求める講義を提供できる専門的な方については、広く公募を行ったうえで適切な方を採用し

ており、初年度の方も複数年在籍される方でも同様な講義等を担っていただいています。 

インストラクターに限らず、組織として必要な「業務」があり、組織内でその業務を行う「職の位置づけ」、

「あり方」を検討・決定し、それを踏まえて当該業務の難易度や採用困難度等から給与を決定しています。 

 

全大教の教研集会〜公立大の大学自治などについて〜 

 ９月９日と 10 日、全大教の教育研究集会が開催されました。全大会のほかに開かれた分科会のうちの一つ

では公立大学分科会があり、公立大の大学自治制度の実態などについて報告と討論がありました。その中で、

横浜市立大学からは、大学自治の制度が 2005 年の独法化の際に大幅に破壊されたことを報告しました。他の

公立大学も独法化によって似たような変化をこうむっていますが、それでも、東京都立大では教授会に人事権

があり、滋賀県立大学では学長の選出のための意向投票が行われているなど、横浜市立大学と比べればなおも

自治制度が残っていること、などがわかりました。 

 その他の課題についても、有意義な交流がありました。 

全大教（全国大学高専教職員組合）は、わたしたちの組合も加盟している全国組織です。教研集会は２年に一

度開催の予定で、大学、高専の教育研究の課題や、大学自治など権利の問題、労働条件の問題について学習や

交流をする場です。組合員は誰でも気軽に参加できるので、大いに利用しましょう。お役に立つはずです。 

 

国立大学法人法改正案 

11 月 7 日に国会に上程された国立大学法人法改正案（政府案）は、大きな議論を呼んでいます。特に、法

案に盛り込まれている「運営方針会議」の設置は問題です。この会議体は、学長と大学をコントロールする大

きな権限を持たされますが、その委員の選考には文科大臣の承認を要することとなっています。さまざまな専

門家から、大学自治をいちじるしく脅かすものであるという危惧が表明されており、全大教の声明（11 月 6

日）も、「政府の過度の介入をもたらす」と懸念を表明しています。 

 直接に対象となるのは現状では５大学とされてはいますが、このような法律が成立すれば、影響は国立、公

立、私立すべての大学に及ぶものと考えられます。 

 本組合としても注視すべき問題と思われます。 

 



教職員テニス親睦会について 

今年度のサークル支援事業では教職員テニス親睦会が助成を受けました。親睦会会員の鞠 重鎬先生にサー

クルの紹介文を書いていただきました。 

 

横浜市立大学教職員テニス親睦会は、現役および OBOG 教職員のテニス愛好者から構成されております。

50 年近い歴史を持ちながら、これまで毎週毎週活動を続けてきましたが、2020 年始まったコロナ禍もあり、

凡そ３年間は活動が制限されていました。 

今まで、親睦会のメインな活動として、毎週土曜日午後 13-17 時に八景キャンパスのオムニテニスコート

で練習や親睦試合を行っておりましたが、残念ながらその活動もコロナ禍の下では、できませんでした。教職

員テニス親睦会は、メンバーの健康維持に大きく貢献してきましたし、分野や所属が異なる参加者にとって、

貴重なコミュニケーションの場でもありました。 

毎年春から夏にかけて、庭球部の現役学生たちと親善試合も恒例行事の一つでした。このような交流活動

は、教室や研究室にいるときと違う顔で接する教員や学生にとって、大学生活をより豊かにしていたでしょ

う。幸いなことに 2023 年 3 月には、久しぶりに現役学生たちと親善試合も開催することができました。 

最近の問題として、趣味の多様化の反映か、新規メンバーの加入が少なくなっております。親睦会には初心

者が多く、またいつもの練習も試合も決してハードなものではありません。より多くの教職員の参加を期待し

ております。 

 

・現在、毎週土曜八景キャンパスオムニコートを用いた定例の練習はできない状況ですが、大学近くのコート

を利用し練習を行っております。ご関心のある方は、上村雄彦（uemura@yokohama-cu.ac.jp）にご一報くだ

さい。また、ボールの購入や親睦会に関わる支出など、経費支出関連のことについては、鞠重鎬

（kook@yokohama-cu.ac.jp）に気軽にご連絡ください。 

 

新執行委員長の就任挨拶 

執行委員長 佐藤 響子 

このたび、執行委員長を仰せつかりました国際教養学部の佐藤響子です。30 年前に本学に着任したころ、

組合に加入するのは当然という流れがありました。現在では、組織率が決して高いとはいえないようです。私

自身、組合活動とは縁遠く過ごしてまいりました。とはいうものの、教員が労働者という立場でまとまった意

見を述べることが出来る場を確保しておくことは、ますます状況が厳しくなることが予想される大学組織に

属する者にとって重要なことであると考えます。組合員である以上、依頼があったお役は引き受けるのが筋だ

ろう、ということで今回の運びとなりました。微力ではございますが、皆様のご協力を得ながら、より良い職

場環境に向けた活動をしていきたいと存じます。よろしくお願いいたします。 
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  本紙と組合活動へのご意見、ご要望、情報提供は下記メールアドレスまたは、 

  組合事務室までお寄せください。 

郵便物宛先 

     〒236-0027 横浜市瀬戸 22－2 横浜市立大学内・教員組合事務室 

メールアドレス 

  kumiai@yokohama-cu.ac.jp 


